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１．安全計画の策定等

・安全計画が策定されていない。

・従業者に対し、安全計画について周知されていない。

・研修及び訓練が定期的に実施されていない。

・保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知されていない。

・事業所内の設備のチェックはしているものの安全計画が策定されていない。

事業所内の設備のチェックはしているもののチェック記録がない。

・利用者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知されていない。

２．衛生管理等

・食中毒及び熱中症に係る委員会が開催されていなかった。

・感染症に係る訓練が実施されていなかった。

・食中毒及び熱中症に係る研修が実施されていなかった。

Ⅰ 運営指導における主な指摘事項について
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３．運営規程

・「利用者から受領する費用の種類及びその額」について、重要事項説明書には記
載しているものの、運営規程に記載されていなかった。

４．秘密保持等

・利用者又はその家族に関する個人情報を、その他事業所等に対して提供する際
は、あらかじめ文書により当該利用者及びその家族から同意を得ること。
⇒外部会議等の場において、事業所で知り得た家族の情報を、
他事業所に提供する場合、情報を提供される家族個人ごとに
個別で書面により同意を取得すること。

５．勤務体制の確保等

・毎月の勤務表が作成されていなかった。
・以下のハラスメントを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じられ
ていなかった。

●性的な言動（セクシュアルハラスメント）

●優越的な関係を背景とした言動（パワーハラスメント） 3

Ⅰ 運営指導における主な指摘事項について



令和６年７月こども家庭庁ガイドラインが策定

・児童発達支援
・放課後等デイサービス
・保育所等訪問支援

※上記に伴い、以下のガイドラインは廃止

「児童発達支援ガイドラインについて」（平成２９ 年７月２４ 日障発第１号厚生労働省社
会・援護局障害保健福祉部長通知）
「 放課後等デイサービスガイドラインについて」（平成２７ 年４月１日障発第２号厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）
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Ⅱ ガイドラインについて

ガイドラインの策定
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・３０分未満の支援 →原則、算定不可

・送迎時間 →支援の提供時間に含まれない

・放課後等デイサービスの「時間区分３」は学校休業日のみ算定可能

個別支援計画に定めた支援時間により、報酬の区分が設けられた。
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Ⅲ 報酬について

基本報酬

時間区分 １ ３０分以上～１時間３０分以下

時間区分 ２ １時間３０分超～３時間以下

時間区分 ３ ３時間超

基本報酬の算定について



（個別支援計画において定めた提供時間よりも、実際の支援時間が短かった場合）

①利用者都合の場合、計画に定めた時間区分で算定
※学校の授業が延長、道路渋滞により通常より送迎に時間を要する、
台風等悪天候時など、事業所に起因しない事情による場合も同様

※支援時間が３０分未満となった場合も算定可能〇
※利用予定日当日に欠席連絡があった場合は、基本報酬は算定できません。

②事業所都合の場合、実際の支援に要した時間区分で算定
※支援時間が３０分未満となった場合は算定不可×

基本報酬の算定に係る注意点 ※Ｒ6年度Ｑ&Ａより抜粋
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Ⅲ 報酬について

計画上の提供時間

実際の支援時間

基本報酬の算定について
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Ⅲ 報酬について

（個別支援計画において定めた提供時間よりも、実際の支援時間が長かった場合）

利用者の都合による場合、事業所の都合による場合、
どちらの場合でも、個別支援計画に定めた提供時間が該当する時間区分で
算定することを基本とする。

計画上の提供時間

実際の支援時間

基本報酬の算定について



（個別支援計画において支援の提供時間が定められていない場合）

〇対象となるケース
個別支援計画が未作成である場合
当初利用する予定がなかった日に支援を提供する場合など
※個別支援計画が未作成の場合は、
個別支援計画未作成減算も算定が必要となる。

〇算定する時間区分

※当初利用する予定のない日に支援を提供する場合について、
そのような利用の想定及び支援の提供時間について個別支援
計画（参考様式における別表の特記事項欄）に記載することに
より、当該支援の提供時間に応じた時間区分での算定が可能となる。
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Ⅲ 報酬について

時間区分 ２ １時間３０分超～３時間以下

基本報酬の算定について
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Ⅲ 報酬について

児童指導員等加配加算について

報酬区分

常勤専従 ５年以上

常勤専従 ５年未満

加配職員：児童指導員等

常勤換算

加配職員：その他従業者

常勤換算 ５年以上

常勤換算 ５年未満

加配職員：児童指導員等
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Ⅲ 報酬について

児童指導員等加配加算について

〇加配職員について
→基準上、算定に必要となる全ての職種を配置した上で、当該員数に加えて
児童指導員等を１ 以上加配した場合に算定するもの。
例えば、管理者兼児童指導員を加配職員として配置したとしても、
本加算が求める「専従」の要件は満たさない。

※児童発達支援管理責任者が欠如した場合、基準職員を満たしていないため、
本加算は算定不可×

※配置職員の急な退職が発生した場合など、必ず加配要件について確認を行い、
算定要件を問題なく満たしているかチェックが必要。
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Ⅲ 報酬について

児童指導員等加配加算について
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Ⅲ 報酬について

延長支援加算について

通所支援計画に定める標準的な支援時間５時間（放デイ平日は３時
間）に加えて、別途延長支援時間を通所支援計画にあらかじめ位置
付けて支援を行った場合

（※）利用者の都合により延長支援時間が短くなった場合に限る

１時間以上～２時間未満

報酬区分

２時間以上

３０分以上～１時間未満（※）
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Ⅱ 令和６年度指定等基準の主な変更点（概要）

延長支援加算について

通所支援計画に位置付けた支援時間（例１４:００～１７:００の３時間）について、利
用者都合により開始時間が遅れた場合（例１５:００から利用開始）、当初個別支援
計画に位置付けていた延長支援（例１７:００～１８:００）はどのように取り扱うか。

（上記の場合）
○基本報酬：計画に定めた提供時間で算定。
○延長支援：実際に支援に要した時間に基づき算定することが可能。

※令和６年度Ｑ&Ａ ＶＯＬ.３問１

実際の支援時間

１４:００ １７:００ １８:００

計画時間

基本報酬 延長支援

１５:００
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Ⅲ 報酬について

延長支援加算について

支援開始前に延長支援を行うことを個別支援計画に位置付けていたが、当該延長
支援の途中で利用者都合により帰宅した場合（例９:００～１１:００を延長支援時間
、１１:００～１７:００を支援時間としていたが、１０:４５に体調不良で急遽帰宅した）
、どのように報酬を算定するか。

（上記の場合）
○基本報酬を算定できない場合に延長支援加算のみを算定することは不可×
○上記の場合は欠席時対応加算を算定することが可能。

※令和６年度Ｑ&Ａ ＶＯＬ.３問２

基本報酬延長支援

計画時間

９:００ １１:００ １７:００１０:４５

実際の支援時間
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Ⅲ 報酬について

延長支援加算について

支援時間の前後１時間ずつ延長支援を実施した場合には、実際に支援に要した時
間を合計して２時間以上（１２３単位）の区分で算定するのか、それとも前１時間（
９２単位）・後１時間（９２単位）の両区分をいずれも算定するのか。

（上記の場合）
○延長支援の算定にあたっては、個別支援計画において１時間以上の延長支
援を設定（支援時間の前後に延長支援を行う場合には、前後いずれも１時間以
上で設定）し、必要な体制を設けることとしているが、実際に加算する単位の
区分については、実際に要した支援時間を基本としている。
○そのため、実際に支援に要した時間を合計した２時間以上（１２３単位）の区
分で算定する。
○なお、支援時間の前後に延長支援を行う場合において、利用者の都合によ
り、前後の延長支援のうち片方（ないし両方）の延長支援が１時間に満たない
場合であっても、実際に支援に要した時間を合計して３０分以上の延長支援が
行われていれば、合計時間が該当する区分での算定が可能である。

※令和６年度Ｑ&Ａ ＶＯＬ.３問４
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Ⅲ 報酬について

個別サポート加算（Ⅲ）について

継続的に学校に通学できない児童（不登校児童）への支援の充実を図る観点か
ら、通常の発達支援に加えて、学校及び家族等と緊密に連携を図りながら支援を
行った場合に算定が可能

（不登校の障害児とは）
何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、登校し
ないあるいはしたくともできない状況にあるため、長期間継続的もしくは断
続的に欠席している児童（病気や経済的な理由による者は除く）
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Ⅲ 報酬について

個別サポート加算（Ⅲ）について

（取り扱い）
〇あらかじめ保護者の同意を得たうえで、個別支援計画に位置付け
支援を行うこと

〇学校との情報共有を、対面又はオンラインで、月１回以上行うこと。
その実施日時、内容に関する要点をまとめた記録を作成し、学校に共
有すること。

〇家族への相談援助（※１）を月１回以上行うこと。
※１ 相談援助：居宅への訪問、対面、オンラインいずれの方法でも問
わないが、個別での相談援助を行うこと。
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Ⅲ 報酬について

個別サポート加算（Ⅲ）について

（取り扱い）
〇相談援助を行う場合、障害児や家族の意向及び居宅での過ごし方
の把握、放課後等デイサービスにおける支援の実施状況の共有を行
い、実施日時、内容に関する要点をまとめた記録を作成すること。（
※２）
※２ 障害児の不登校の状態について確認し、障害児や家族等の状
態や登校状況等を考慮した上で、学校と事業所との間で本加算によ
る支援の継続の可否について検討を行うこと。

〇市町村から、家庭や学校との連携状況や、障害児への支援の状況
等について確認があったときは、当該状況等について回答するもの
とする。

〇学校との連携及び家族等への相談援助については、関係機関連携
加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）、家族支援加算（Ⅰ）は算定できない
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Ⅳ 減算となる主な事項

自己評価結果等未公表減算について

（対象サービス）

〇児童発達支援（※１）、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援（
※２）、共生型障害児通所支援、基準該当通所支援

※１ 旧指定医療型児童発達支援事業所及び旧指定発達支援医療機
関において肢体不自由児又は重症心身障害児に対し行う児童発達支
援を除く

※２ 令和７年４月１日から適用

（算定される単位数）

〇所定単位数の１００分の８５
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Ⅳ 減算となる主な事項

支援プログラム未公表減算について

（対象サービス）

〇児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、
共生型障害児通所支援、基準該当通所支援

（算定される単位数）

〇所定単位数の１００分の８５

※令和７年４月１日以降は減算適用
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Ⅳ 減算となる主な事項

支援プログラム未公表減算について

〇本基準は、総合的な支援の推進と事業所が提供する支援の見える化
を図るため、事業所に対し、５領域（ 「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行
動」「言語・コミュニケーション」「人間関係・社会性」）との関連性を明確
にした事業所における支援の実施に関する計画（支援プログラム）を作
成し、その公表を求めるもの

支援プログラムについては、事業所が提供する発達支援における基本
的考え方や支援の内容、関係機関連携や家族支援、インクルージョンの
取組等の事業所の支援の全体像と方針について整理し記載すること。
事業所の従業者の意見も聞いて作成すること
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について

令和６年４月１日から義務化

（基準）
〇 指定障害児通所支援事業所及び指定障害児入所施設等（以下「事業所等
」という。）は、障害児の安全の確保を図るため、指定基準が次のとおり定め
られています。

・ 事業所等の設備の安全点検、職員や障害児等に対する事業所等外での活
動、取組等を含めた事業所等での生活その他の日常生活における安全に関
する指導、職員の研修及び訓練その他事業所等における安全に関する事項
についての計画（以下単に「安全計画」という）を策定し、当該安全計画に従
い必要な措置を講じること

・ 職員に対し、安全計画について周知するとともに、職員の研修及び
訓練を定期的に実施すること

・ 定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を行う
こととされている
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について

（安全計画の具体的な内容）

●事業所等の設備（備品、遊具、防火設備、避難経路等）や、散歩コースや公園など定
期的に利用する場所も含めた事業所等内の安全点検
●通常の支援の場面、リスクが高い場面（午睡、食事、プール・水遊び等）、緊急対応が
必要な場面（災害、不審者の侵入、火事等）における役割分担や留意点を明確にした
マニュアルの策定・共有
●こどもに対する安全対策の周知（事業所等の生活における安全、災害や事故発生時
の対応、交通安全等）
●保護者に対する説明・情報共有（安全計画や安全に関する取組の説明・共有等）・ 職
員の研修・訓練（地震・火災・地域特性に応じた様々な災害を想定した避難訓練、救急
対応の実技講習、不審者の侵入を想定した実践的な訓練、事故予防に関する研修の
受講等）
●再発防止策の徹底（ヒヤリ・ハット事例の収集・分析・対策や職員間での共有等）
●その他の安全確保に向けた取組（地域住民や地域の関係者・関係機関と連携した取
組、登降園システムを活用した安全管理等）
などが挙げられる。

【参考：安全計画の作成の例ガイドラインｐ37～40】
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について

（安全点検）
○事業所等の設備等の安全点検については、安全計画やマニュアルの策定時のみな

らず、少なくとも毎学期１回（年３回）以上の頻度で定期的に点検を行うことが重要で
ある。安全点検の際には、事前に、活動や事業所等の状況に応じたチェックリストを活
用し、一人ではなく複数名で点検することが望ましい。

安全点検の結果、危険箇所が見つかった場合には、すぐに対策について話し合い、
改善策を講じるとともに、日頃から、事業所等や活動の中で、安全が確保されるよう
環境整備を進めることも必要である。

【参考：安全管理のチェックリストの例 ガイドラインｐ41、42】
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について

（マニュアル策定・共有）
○活動や事業所等の状況に応じ、リスクが高い場面（例：午睡、食事、プール・水遊び、

移動、送迎、事業所外活動時等）、緊急対応が必要な場面（災害、不審者の侵入、火事
や事故等）など、各場面に応じた、役割分担や留意点を明確にした安全管理に関する
マニュアルを作成し、職員に周知徹底するとともに、対応が必要な際にすぐに確認で
きるよう、目に留まる場所に掲示しておくことが必要である。

○定期的な見直しとあわせて、緊急時に職員が適切に対応できるよう、平時からマニ
ュアルの内容の確認や実践につながる訓練等の実施を行うことも必要である。

【参考：緊急時の対応・体制の確認ガイドラインｐ34】
【参考：災害時対応マニュアルの例ガイドラインｐ47、48】
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について

（こどもに対する安全対策の周知）
〇こどもの特性や発達に応じた方法により、こども自身が安全や危険を認識しやす

いようにするとともに、災害や事故発生時の約束事や行動の仕方について伝えるこ
とが重要である。

【参考：こどもに対する安全対策の周知ガイドラインｐ７】

（保護者に対する説明・情報共有）
〇事業所等内や活動における事故のリスクや、事故発生時の対応を含む事業所等の
安全管理について、契約時等に保護者に説明しておくことが重要である。

【参考：保護者への説明・共有 ガイドラインｐ７、８】
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について

（職員の研修・訓練）
〇安全計画やマニュアルを体得できるよう、例えば、読み合わせをする、指差し確認

をする、ロールプレイング等の実践的な研修や訓練を行うなどといった取組が重要で
ある。その際、状況に応じた対応ができるよう、例えば、災害に関する避難訓練は、地
震・火災だけでなく、地域特性に応じた様々な災害を想定して具体的に行うことや、
救急対応（心肺蘇生法、気道内異物除去、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）、「エピペン®」
等の使用）や送迎時の安全等についても実技講習を行うことなど、実践的な研修・訓
練を行うことが重要である。

〇地方自治体が行う研修や訓練（オンラインで共有されている事故予防に資する研

修動画も含む。）については、常勤・非常勤にかかわらず、事業所等の全職員が受講す
ることが重要である。

【参考：全従業員を対象とした実践的な訓練や研修の実施ガイドラインｐ６、７】
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について

（地域住民や地域の関係者・関係機関との連携）
○事故発生時の協力体制や連絡体制を整えるとともに、関係づくりに日頃から努め

る必要がある。行方不明時の捜索、災害時の協力等、地域の人など職員以外の力を借
り、こどもの安全を守る必要が生じる場合もあることから、事故発生時の協力体制や
連絡体制を整えるとともに、日頃から顔の見える関係づくりを進め、緊急時の協力・
援助の依頼についても検討しておくことが重要である。

【参考：地域や関係機関等との連携ガイドラインｐ８】
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について

（発生しやすい事故）
〇児童発達支援
重篤な事故としては、食事中の誤嚥や窒息、自らの転倒・衝突、遊具・
窓等からの転落・落下、アナフィラキシーショック・アレルギー等。
また、自らの転倒・衝突、こども同士の衝突、他児からの危害、玩具・
遊戯施設・設備の安全上の不備等で事故が発生しやすい。

○放課後等デイサービス
重篤な事故としては、行方不明・見失い中（溺水等）、食事中の誤嚥や
窒息、遊具・窓等からの転落・落下、医療的ケアに関すること、病気（て
んかん発作等を含む）、自らの転倒・衝突、こども同士の衝突、交通事
故等により発生している

「令和６年７月４日付 障害児支援における安全管理について こ支障
第１6９号」より抜粋
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について
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Ⅴ 安全計画について

安全計画の策定について



ありがとうございました。
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